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令和 2（2020）年 11 月 16 日 

共同会派 厚生労働合同部会 

立憲民主党厚生労働部会長 長妻 昭 様 

全国就労移行支援事業所連絡協議会 

会長  酒井 大介 

 

令和 2（2020）年度税制改正に係わる要望書 

 

平素は障害者の一般就労の推進について格別なるご指導、ご協力を賜り誠にありがとうございま

す。本会は障害のある方の一般就労を促進する「就労移行支援事業」を運営する事業所の全国団体

です。 

新型コロナウイルスの蔓延は、障害者就労支援施策に大きな影響を与えています。現在、2021年度の報

酬改定に向けて、厚生労働省で議論がされているところですが、障害者の一般就労が滞ることのないよう、

そして、それを支える支援機関が安定して支援を継続できるよう様々な方策を講じて頂きたく、当会として以

下の点を要望いたします。 

 

⚫ 新型コロナウイルス対応について 

新型コロナウイルスの蔓延により、障害者の新規雇用が停滞し、体験実習の受け入れさえもが

鈍くなる等、就労実現に向けて課題が数多く発生しています。これは、障害のある方たちが企業

に就労できない状況に加え、その就労を推進・支援する就労移行支援事業そのものの運営が困難

になりかねないということも意味しています。就労移行支援の基本報酬は企業での採用・就労後

の定着に結びついた人数によって評価される仕組みです。現状のままでは、これまで実績を上げ

てきた事業所ほど来年度の基本報酬に大きく影響されることになってしまいます。何らかの救

済措置を講じて下さい。 

また、現行発出されている臨時的な取り扱い等は今年度に限定されていますが、新型コロナウイルス

終息までには相当の時間が掛かると予想されているため、柔軟な対応を可能にして頂くようお願いいた

します。 

 

⚫ 特定処遇改善加算について 

令和元（2019）年度の報酬改定に伴い、職員の確保・定着を促す処遇改善加算に加え、新たに

特定加算(特定処遇改善加算)が創設されました。しかしながら、この加算を取得するには既存

の処遇改善加算Ⅰ～Ⅲを取得していなければならず、小規模の法人では申請のハードルが高い

という声が挙がっています。また、当該職員への配分比率も定められているため、同一賃金の職

員間で賃金格差が生じるケースや、特定加算に合わせることで法人組織の賃金体系そのものが

崩れるケースも生じています。手続きの簡略化や要件の緩和、加算の在り方の見直し等を行い、

創設の目的である福祉職員の処遇改善の促進への後押しをお願いします。 
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⚫ 施設外就労加算の見直しについて 

施設外の企業等で生産活動を行うことは、利用者の高工賃に繋がるだけでなく、一般就労を

目指す上で働くことのイメージの取得やアセスメントの機会として大変有効であり、これまで

施策としても「施設外就労加算」を設けることで、その促進が図られてきました。しかし、令和

2（2021）年度の報酬改定では、加算による促進は一定の役割を終えたとされ、より柔軟な対応

を可能にするという理由で、廃止を含めた見直しが検討されています。施設外就労加算は取得率

も高く、人員配置の原資にもなっているため、加算の廃止は現在実施中の事業所において影響が

大きいと思われます。施設外就労加算の継続に向けた働きかけをお願いします。 

 

⚫ 障害者雇用の在り方について 

障害のある方が様々な分野で活躍できる機会が広がり、雇用の形態も多様になってきています。多

様な雇用形態・雇用条件の推進は障害者雇用の裾野を広げる観点から、歓迎すべきことです。 

しかし、残念なことに、障害者雇用を外部いわば、障害者雇用代行ビジネスに委託する方法を使っ

て、障害の有無によって雇用場所を分離している企業が増えています。これは、法定雇用率の達成の

みを追求した手法であり、ノーマライゼーション・共生社会を推進する法の理念ではなく、隔離を推進し

ていると言えるでしょう。 

率先して理念を推進すべき多くの自治体も、近年、入札制度において障害者雇用率を評価ポイント

とする方法を用いるようになっています。公的機関が雇用率達成の実態を見ずに数字だけで判断する

安易な手法を使い、評価することを遺憾に思います。こうした障害者雇用代行ビジネスについて、実態

を把握して頂き、共生社会理念を推進するために必要な対策の検討をお願いします。 

 

以上 
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資料１ 第 15 回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料 
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資料２―１ 第 20 回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料 
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資料２―２ 第 15 回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料 当協議会ヒアリング資料 
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資料３―１ 第 15 回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料 
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資料３―２ 第 15 回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料 
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資料３―３ 第 15 回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料 


